
○国が策定する地域における大学振興・若者雇用創出に関す
る基本指針を踏まえ、首長主宰の推進会議（地方公共団体、
大学、産業界等で構成）を組織し、地域の産業振興・専門
人材育成等の計画を策定します。

○地方公共団体が申請した同計画（概ね10年間）について、
国の有識者委員会の評価を踏まえ、基本指針で定める基準
（自立性、地域の優位性等）により優れたものを認定し、
本交付金により支援します（原則５年間）。

○地方公共団体等が設定したKPIを、国の有識者委員会の評
価を踏まえ毎年度検証し、PDCAサイクルを実践します。

○このほか、内閣府交付金の対象となる大学においては、文
部科学省計上分（国立大学法人運営費交付金及び私立大学
等改革総合支援事業のうちの25億円分）を交付します。

○地方を担う若者が大幅に減少する中、地域の人材への投資を
通じて地域の生産性の向上を目指すことが重要です。

○このため、首長のリーダーシップの下、産官学連携により、
先端的な研究開発や人材育成等を行う優れた取組を、本交付
金により重点的に支援します。

○これにより、地域産業創生の駆動力となり特定分野に圧倒的
な強みを持つ「キラリと光る地方大学づくり」を進めます。

○令和２年度においては、これまでの事業実績を踏まえた制度
改善を図るとともに、新たな自治体の産学官一体となった意
欲的な取組の掘り起こしや採択を実施します。

地方大学・地域産業創生交付金事業（内閣府地方創生推進事務局）

令和２年度予算額 内閣府及び文部科学省合計 ９７.５億円
（元年度予算額 ９７.５億円）

内閣府交付金分：７２.５億円（地方大学・地域産業創生交付金２２．５億円、地方創生推進交付金活用分５０.０億円）
文部科学省計上分：２５.０億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○地域の産業振興、専門人材育成等の取組の推進により、地
域の生産性の向上、若者の定着を促進します。

○「キラリと光る地方大学づくり」により、学生の地方大学
への進学が推進され、東京一極集中の是正に寄与します。
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